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序．提言書の骨子 

1. はじめに 

テーマ「少子化対策～若者が住みたくなる魅力あるとちぎを目指して～」 

当委員会では、少子化対策の一つとして「若年女性の本県への回帰」に絞り

込み調査研究を進めた。 

2. 本県の現状と課題 

   若い女性が少ない！ 

・２０代～３０代の女性割合が低い※全国 0.96 ／ 本県 0.90（全国 46位） 

・２０歳～２４歳の若年女性世代が大幅な転出超過         

⇒ 若年女性の減少は人口減少に直結する課題であり、対策は急務 

  

 

3. 提言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. むすびに 

「少子化対策」という大きな課題に対し本提言の主旨である「若年女性の

本県への回帰」への対策のみで解決できるものではない。今回の提言をき

っかけに地元企業における女性の働き方や経営トップの意識改革、企業が

取り組むべき課題といった議論を喚起することを期待したい。

＜提言１＞ 

栃木県育英会東京学生寮に学生と地元企業の交流の場（サロン）を設け、

学生と地元企業のマッチング機会創出。 

（目的） 

 学生が地元企業等の情報を入手出来る環境を整備し、地元企業の認知度を高め

Ｕターン就職の機会を創出する。 

＜提言２＞ 

「とちぎ未来人材応援事業」の一部を見直し、地元企業に就職しようとす

る女性を積極的に支援。また、同応援事業基金へ総額４５０万円（年間

１５０万円・期間３年）を寄付。 

（目的） 

女性が本制度を認知し、活用する機運を引出し地元企業への就職を促す。 

 

 ＜提言３＞ 

地元企業は「とちまる就活アプリ」を活用し、企業情報の発信に積極的に

取り組む。また、栃木県は同アプリの充実を図るとともに積極的にＰＲ。 

（目的） 

「とちまる就活アプリ」等の共通プラットフォームを活用した地元企業情報の

集約化により、学生や保護者への情報発信を強化する。 

 

 

【提言の目的】 若い女性の地元企業への就職を促す 

※男性一人に対する女性の割合 総務省人口推計（Ｈ26.10.1） 

  



１．はじめに 

当委員会では「少子化対策～若者が住みたくなる魅力ある栃木を目指し

て！～」をテーマに掲げ調査研究に取り組んできた。調査研究を通じ、本県

の「若い女性」の県外への流出が顕著であることをあらためて認識した。こ

の課題を放置しておくことは人口減少が加速度的に進んでいくという懸念

を抱かざるを得ないことから、若い女性が県外に流出している状況を改善す

ることが少子化対策の有効策の一つと捉えるに至った。 

こうした状況を踏まえ、当委員会は本県における若い女性の本県への回 

帰策について提言し、自治体や企業の提言実行を期待するものである。まず

は、栃木県の若い女性の現状や課題を俯瞰していく。 

 

２．本県の現状と課題 

（１） 現状 

地方から人口の流出が止まらない。総務省が公表した平成２８年の人口 

移動報告によると、東京圏の転入超過は２１年連続と一極集中が進んでいる。

本県においては、１２年連続となる２,９８８人の転出超過（前年比６４人

増）となっている。中でも、出産の９割以上を占めるとされる２０～３９歳

の女性は１,３４５人が転出超過となっており、人口減に拍車がかかってい

る状況にある。 

また、本県の人口は平成１７年の約２０１万７千人をピークに緩やかな減

少傾向に入っている。栃木県毎月人口調査報告書によると、平成２８年１０

月１日時点で、本県の年齢 3区分別人口構成比は、年少人口（０～１４歳）

が１２.７％、生産年齢人口（１５～６４歳）が６０．６％、老年人口（６

５歳以上）が２６．７％となっており、年少人口の割合は調査開始以来最低、

老年人口の割合（高齢化率）は調査開始以来最高と少子高齢化が進むと同時

に、生産年齢人口の低下が進んでいる。 

当委員会の調査※1 によると、平成２６年１０月時点の人口構成では、２

０代～３０代の女性比率（男女比）が全国と比較すると低い状況になってい

ることが伺えた。【図表 1-1・1-2】 

 

 

 

※1 平成２７年度第２回社会問題委員会 「統計データから見える本県若年女性の姿」 

栃木県県民生活部統計課 

 

 

 

 

 



図表 1－1      年齢別男女人口（栃木県） 
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                       総務省：人口推計（H26.10.1現在人口） 

図表 1－2        年齢別男女人口（全国） 
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                       総務省：人口推計（H26.10.1現在人口）                                          

世代別女性比率（男性一人に対する女性の割合）

0～4歳 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80～84 85歳以上

栃木県 0.95 0.93 0.96 0.96 0.91 0.90 0.89 0.92 0.91 0.94 0.94 0.97 0.99 1.01 1.09 1.25 1.57 2.48

全国 0.95 0.95 0.95 0.95 0.94 0.96 0.97 0.97 0.98 0.99 1.00 1.01 1.04 1.07 1.15 1.26 1.50 2.38
 

 

 

単位：千人 

単位：千人 



主な要因として、首都圏に進学した女性のＵターン就職者が少なく、平成

２６年の住民基本台帳人口移動報告によると若年世代（２０歳～２４歳）で

は約１,２００名の転出超過の状況にあること【図表 1-3】や本県の主要産業

が製造業であることから、男性の雇用の受け皿が多いことが挙げられる。   

   図表 1－3      年齢別転出入者数（栃木県・女性）                                

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

0～4

歳

5～9 10～

14

15～

19

20～

24

25～

29

30～

34

35～

39

40～

44

45～

49

50～

54

55～

59

60～

64

65～

69

70～

74

75～

79

80～

84

85～

89

90歳

以上

転出

転入

 

                             総務省：住民基本台帳人口移動報告（H26） 

こうした中、栃木県は平成２７年１０月に「とちぎ創生１５戦略」を策定

し、人口減少問題の克服と将来にわたる地域活力の維持を目指していく取組

みを開始した。具体的には、現状では２０６０年に１２０万人を下回る人口

に対し、４つの基本目標と１５の戦略を掲げ、人口１５０万人以上とする内

容になっている。戦略の一部に、若者の本県への定着・還流推進や結婚・妊

娠・出産の希望実現等を掲げており、若者を栃木に呼び込むことに積極的に

取り組む姿勢が伺える。 

   

（２） 課題 

日本創生会議が発表した消滅可能都市の定義は、２０１０年からの３０ 

年間で、２０～３９歳の女性の人口が５割以上減少する都市としている。す

なわち、若年女性の減少は人口減少に直結する課題であると言える。本県で

は前述の通り２０歳～２４歳の若年女性世代が大幅な転出超過となってい

ることから早急に対策を講じる必要がある。若年女性の流出対策で人口減少

問題のすべての課題が解決するわけではないが、早急に着手しなくてはなら

ない重要課題の一つと捉え、当委員会のこれまでの研究の成果として以下の

３つの提言を掲げた。 

 

単位：人 



３．提言 

 

＜提言１＞                           

栃木県育英会東京学生寮に交流の場（サロン）を設け、学生と

地元企業のマッチング機会を創出する。 

 

（背 景） 

・首都圏に進学した女性が就職時に栃木県に戻って来ない 

当委員会の調査※2 によると、本県からの進学者の数の多い東京都内の大

学における本県出身者のＵターン就職率は２０％以下に留まっている。しか

も、就職先は各自治体や一部上場企業等に限定されており、地元企業への就

職はあまり見受けられない。こうした現象は本県に限ったことでなく地方共

通の課題と言える。また、平成２７年１０月に当委員会が宇都宮市内の高校

２年生の女子を対象に実施した就職意識に関する調査※3 によると県外進学

希望者の約７５％が就職時に栃木に戻って来る意思がないと回答している。 

 

・学生達に栃木県の企業に関する知識や情報が不足している 

当委員会の調査※4によると、本県出身の首都圏に進学した女性達からは、

栃木県を離れてあらためて栃木の良さ（利便性・人間関係等々）に気付いた

等の意見を聞くことができた。しかしながら、就職活動を迎えＵターン就職

を検討した際に、就活サイトを利用して地元企業を検索するも企業の抽出で

きなかったことや、親から「栃木には就職できる企業が無い」と言われてき

たことによる先入観から、栃木県の企業について掘り下げて調べることなく、

比較的容易に情報を入手できる首都圏企業への就職を選択している現状が

伺えた。 

 

 

 

※2：平成２７年度第３回社会問題委員会 明治大学就職キャリア支援課訪問時ヒアリングにより 

※3：平成２７年度第２回社会問題委員会 女子高生を対象にした就職意識に関する調査より 

   対象校：宇都宮女子高、宇都宮中央女子高、宇都宮短期大学付属高校（有効回答 679） 

※4：平成２７年度第３回社会問題委員会 栃木県育英会学生寮の女子学生との面談により 

 

 

 

 

 

 

 

 



・老朽化の進む栃木県育英会東京学生寮 

東京都目黒区にある栃木県育英会東京学生寮は、昭和３２年に男子寮、 

昭和３６年には女子寮が建設され、以後６０年近くの長きにわたり県出身の

学生の生活と学習の場を提供し、これまでに６,０００名超の卒寮生達を輩

出してきた。そこで培われた人的関係は貴重な財産となっている。一方で、

建物は建築後５０年以上経過し老朽化が進んでいる。昨今の頻発する地震や、

今後考えられる首都直下型地震や東海・東南海・南海地震がそう遠くない将

来に発生することが十分に考えられることから耐震性等の問題を考え、本寮

の建て替えは不可避であると考えられる。 

 

 

 

 

 

（対 策） 

潜在的にＵターン就職を希望する女性と優秀な人材の獲得意欲のある地

元企業との間で就活ミスマッチが発生している状況が伺えた。 

これまで、首都圏に進学した学生達が地元企業と接する機会は合同説明会

等に限られていた。そこで、老朽化した栃木県育英会東京学生寮の建替え時

は寮の中に交流の場として利用できるスペースを設け、学生寮入寮者を含め

首都圏に進学している学生達が地元企業の情報や産業に触れる機会を提供

することがミスマッチ解消策の一つであると考え提言する。  

具体的な活用方法として、東京都有楽町にある「とちぎ暮らし・しごと支

援センター」の就職相談員の派遣や地元企業の採用担当者、地元企業の現場

で活躍している女性社員の派遣等は具体的効果が見込まれるものと考える。

首都圏に進学した学生達と地元企業がより気軽に身近に接することが出来

るような交流の場としたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜提言２＞ 

「とちぎ未来人材応援事業※5」の一部を見直し、地元企業への就職し

ようとする女性を積極的に支援すること。 

  （見直項目） 

・ 対象者を「製造業就職者」限定でなく「全業種就職者」に拡大 

・ 応援事業の対象者に女性が含まれることを高校生、大学生、その保

護者等に対する積極的な広報 

・ 栃木県経済同友会会員の選考委員会への参画 

                                                       

（背 景） 

・女性に対する訴求効果の薄い現行の奨学金返還助成事業 

栃木の創生の実現に向けて人材の確保は重要

課題の一つと言える。とちぎ創生１５戦略では

「基本目標２：とちぎへの新しいひとの流れを

つくる」を掲げ、若者の定着推進やひとの還流

の推進に取り組むこととしている。施策の一環

として、本県では若者の県内就職者に対するイ

ンセンティブを提供する「とちぎ未来人材応援

事業」を平成２８年度から開始している。本制

度は県内に就職する若者に奨学金の返還を助成

する制度となっているが、対象者を製造業への

就職者と限定しているため、女性が地元企業に

就職しようとする動機付けにつながっていない。    

 

 

    

 

（対 策） 

そこで当委員会は、女性がこの制度を認知し活用しようとする機運を引 

き出し、多くの女性の県内企業への就職を支援することを目的に上記を提言

する。本提言をきっかけに、多くの優秀な女性が地元企業へのＵターン就職

のきっかけとなることを期待する。なお、事業の実施に当たり、女性の地元

就職を促進するため当会から応援事業基金に総額４５０万円（年間１５０万

円・期間３年）を寄付することとする。                               

    

             

 

 

※5栃木県内製造業に就職する大学生等の奨学金返還助成制度。平成 28年度から取扱い開始。 

 

 

とちぎ未来人材応援事業 



＜提言３＞ 

地元企業は「とちまる就活アプリ」※6を積極的に活用するとともに、

企業情報の発信に積極的に取り組むこと。また、栃木県は同アプリ

の内容等について更なる充実を図るとともに積極的にＰＲすること。 

 

（背 景） 

・若者の地方回帰傾向 

東京を中心とする首都圏に暮らすことは、生活環境・コスト・子育て環  

境等の面からみて地方より優れているとは言えず、多様な生き方を考える若

者たちもそれを感じ取り、地元に回帰することに関心を抱いている。当委員

会の調査※7 によると女子学生達は結婚・出産後も働き続けることを考えて

いるが、東京で実践していくことは困難であり、親の協力があれば可能であ

るとの意見があった。また、賃金についても首都圏の給与水準と多少の差が

あったとしても、物価面等考慮すると気にならないとの意見も聞かれた。 

 

・本県企業の女性活躍に向けた取組み 

当委員会が、平成２７年１２月に当会会員を対象に実施した「女性活躍 

のための取組みに関するアンケート」によると９割を超える企業から「女性

従業員の活躍に取り組んでいる・今後取り組む方向で検討している」との回

答を得た。具体的には、キャリアアップの機会提供や能力向上、評価等につ

いて性別に関係なく能力重視で行っている等々。また、女性が結婚・出産後

も働き続けることを奨励しており、仕事と育児・介護の両立については、短

時間勤務やフレックスタイム制度等の制度がある、もしくは柔軟に対応して

いるとする企業が約７割あった。 

 

・若者の地元企業の知識・情報不足 

企業側が女性活躍に向けて上記の通り努力をしていても、若者の地元  

企業に対する認識は低いと言わざるを得ない。まず、どのような企業がある

のかとする情報が圧倒的に不足している。中には地元企業には福利厚生制度

が整備されていないのではないかという厳しい意見もあった。つまり、企業

側が努力して取り組んでいる女性活躍に向けた取組みが学生や保護者に届

いていない状況にある。 

 

 

 

 ※6：栃木県公式の就活アプリ。県内の求人企業の魅力を発信し、県内企業への就職を目指す学生とのマ 

ッチン支援を目的としている。平成 28年 8月から運用開始。 

※7 平成２７年度第３回社会問題委員会 栃木県育英会学生寮の女子学生との面談により 

 

 

 



 

 

 

（対 策） 

企業の女性活躍に向けた取組みと学生の認識には大きなギャップがあっ

た。そこで、企業側も若い女性が就職をした際に安心して働ける職場作りに

一層励むとともに、その取組みについて積極的にＰＲする必要がある。ＰＲ

にあたっては、地元企業同士による連携や地元企業と自治体が連携して行う

ほうがより高い効果得ることが出来るものと考える。 

具体的には、栃木県がプラットフォームを整備し「栃木県の地元企業は 

女性が働きやすい職場作りに励んでいる」とする内容のキャッチフレーズを

作成し、大々的にＰＲを行うことを検討してはどうか。ＰＲツールとして「と

ちまる就活アプリ」はその一端を担う存在であると考える。 

また、同アプリの活用についてもさらなる工夫が必要ではないだろうか。

例えば、学生が同アプリを登録するタイミングについてである。県外進学後

にアプリへの登録を促すのでは遅く、県内の高校在学中に登録を促すよう積

極的に働きかけることが学生の登録を増やす有効な手立ての一つになるも

のと考える。 

さらに、同アプリの機能を拡充し、企業サイ

ドから登録学生にアプローチをかけることが出

来る手法の確立を検討してはどうか。たとえば、

一度企業サイトを閲覧した学生に企業サイドか

らアプローチをかけることが出来れば、学生と

地元企業の接点が広がり、雇用機会の創出に繋

がるものと考える。 

同アプリは平成２８年８月から取扱いを開始

したばかりであり、今後学生と地元企業の就職

マッチングの有効なツールとなってくることは

間違いない。活用方法や機能については、現状

に満足せず、利用者双方にとってより効果的な

地元企業就活アプリとなるよう継続的に改善に

努めること要望する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．むすびに 

“地方創生に終わりはない！！” 

各地方が人口減少問題の克服と将来にわたる地域の活力維持を目指し

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を掲げ取り組んでいる。地方創生は

長期に渡って取り組んでいく課題であり、この取組みに終わりはないこと

を我々は十分に自覚しながら、既存の秩序を変えていく覚悟が求められて

いる。 

当委員会がテーマに掲げた「少子化対策」という大きな目標に対して、

今回研究対象とした「若年女性の本県への回帰」だけで課題がすべて解決

できるものではない。他にも、小中高生を対象とした地元企業や産業を柱

とする郷土教育の実施、保護者への地元企業の情報提供等々取り組むべき

課題は多数見受けられた。中でも「保護者の地元企業認知度向上」につい

ては重要課題の一つと認識している。調査研究の中で、学生から「地元に

は企業が無い」と保護者に言われているという意見が散見されたことから、

保護者に対する地元企業の情報提供などの具体的対策を講じる必要があ

ると考える。対策は課題を多面的に捉えながら取り組み続けていくことが

重要である。 

最後に、今回示した３つの提言をきっかけに、少子化対策の一環として

地元企業における女性の働き方や経営トップの意識改革、企業が取り組む

べき課題といった議論を喚起することを期待したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 


